
長瀞町スタートアップ支援事業補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 長瀞町は、地域の活性化及び新型コロナウイルス感染症の渦中における新規

事業チャレンジをサポートすることを目的として、町内での起業及び新規事業の立

ち上げ（以下「起業等」という。）に対する支援を行うため、予算の範囲内におい

て補助することについて必要な事項を定めるものとする。

２ 前項の補助金の交付に関しては、長瀞町補助金等の交付手続等に関する規則（昭

和５０年長瀞町規則第１号）に定めるほか、この要綱に定めるところによる。

（補助対象者）

第２条 補助対象者は、町内で新たに事業を行う企業、個人事業主及び新規起業予定

者（以下「企業等」という。）とする。ただし、ボランティア活動団体及び事業協

同組合等は対象外とする。

（補助対象事業）

第３条 補助対象事業は、次の要件をいずれも満たすものとする。

(1) 長瀞町内において行う事業であること。

(2) 新規性又は独自性を有する事業で、実現性が十分に見込まれる事業であるこ

と。

(3) 地域の活性化に資する事業であること。

(4) 将来にわたって事業継続の見通しがあり、かつ、発展性が見込まれる事業で

あること。

(5) 補助金の交付決定日が属する年度に起業等する事業又は補助金の交付決定日

が属する年度に起業等の準備を開始し、令和７年３月３１日までの起業等が確実

であると認められる事業であること。

（補助対象経費）

第４条 補助対象経費は、起業等に要する経費として明確に区分できるもので、補助

金の交付決定日が属する年度に起業等する事業に要する経費とする。ただし、起業

等が補助対象期間の末日以降となる事業については、補助対象期間内に支出した、

起業等の準備に係る経費を補助対象経費とする。

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる経費は補助対象外とする。

(1) 食糧費、交通費及び宿泊費



(2) 事業の管理及び運営に係る人件費

(3) 事業継続に係る経常的な経費

(4) 許可申請等の手続に係る経費

(5) 他用途に転用可能な消耗品の購入費

(6) 審査段階で、起業等に要する経費でないとされた経費又はその一部の経費

(7) 審査段階で、過剰な計上とされた経費又はその一部の経費

(8) 他の補助事業の交付対象経費に該当している経費

(9) その他町長が適当でないと認める経費

（補助対象期間）

第５条 補助対象期間は、この要綱の公布日から令和４年３月２１日までとする。

（補助金）

第６条 補助金の額については、次のとおりとする。

(1) 補助金の額は、補助対象経費の１０分の９以内とする。

(2) 補助金の限度額は、１件につき１０万円を下限とし、５００万円を上限とす

る。

(3) 補助金の額に１，０００円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた

額とする。

(4) 消費税及び地方消費税額は、補助金の対象外とする。

（事業認定及び補助金交付申請）

第７条 補助対象事業の認定及び補助金の交付を受けようとする企業等は、町長が別

に定める期日までに、長瀞町スタートアップ支援事業認定及び補助金交付申請書

（様式第１号）に、別に定める「ながとろビジネスコンペティション実施に係る留

意事項」による必要書類を添付して、町長に提出しなければならない。

（審査）

第８条 町長は、前条に規定する書類の提出があったときは、提出書類の審査、コン

ペティションの開催及び長瀞町提案型事業審査委員会設置条例（令和３年長瀞町条

例第５号）の規定に基づく審査委員会による審査を行い、補助対象事業の認定又は

不認定及び補助金の交付又は不交付を決定する。

（事業認定及び交付決定等の通知）



第９条 町長は、前条の規定により補助対象事業の認定等を決定したときは、長瀞町

スタートアップ支援事業認定（不認定）及び補助金交付（不交付）決定通知書（様

式第２号）により通知（以下「事業認定等通知」という。）するものとする。

２ 町長は、事業認定等通知において、長瀞町の地域活性化に関する事業に積極的に

協力することを交付条件とする他、必要に応じ、交付条件を付すことができるもの

とする。

（事業内容の変更等）

第１０条 事業認定通知を受けた者（以下「事業認定者」という。）は、やむを得な

い理由により補助対象事業の内容を変更（軽微な変更を除く。）する場合又は補助

対象事業を中止する場合には、長瀞町スタートアップ支援事業内容変更（中止）承

認申請書（様式第３号）を町長に提出しなければならない。

２ 町長は、前項の申請書の提出を受け、これを承認したときは、長瀞町スタートア

ップ支援事業内容変更（中止）承認通知書（様式第４号）により申請者に通知する

ものとする。

（実績報告）

第１１条 事業認定者は、事業の完了日から３０日以内又は令和４年３月２２日のい

ずれか早い日までに、長瀞町スタートアップ支援事業補助金実績報告書（様式第５

号）に次に掲げる書類を添付して、町長に提出しなければならない。

(1) 事業報告書

(2) 補助対象経費に係る領収書等の写し

(3) 実施状況が分かる写真、資料等

(4) その他町長が必要と認める書類

（交付確定）

第１２条 町長は、前条の実績報告に基づき補助金の交付額を確定したときは、長瀞

町スタートアップ支援事業補助金交付確定通知書（様式第６号）により、申請者に

通知するものとする。

（補助金の請求）

第１３条 交付確定通知を受けた者は、長瀞町スタートアップ支援事業補助金請求書

（様式第７号）により、町長に補助金の交付請求を行うものとする。

（交付決定の取消し及び補助金の返還）



第１４条 町長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、町長がやむ

を得ないと認める場合を除き、長瀞町スタートアップ支援事業補助金交付決定取消

通知書（様式第８号）により、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことが

できる。

(1) 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。

(2) 補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。

(3) その他この要綱に定める補助金の交付要件を欠くにいたったとき。

２ 町長は、前項の取消しにより、交付決定者に損害が生じても、その一切の賠償の

責を負わない。

３ 町長は、第１項の規定により、補助金の交付決定額の全部又は一部を取り消した

場合において、既に補助金が交付されているときは、交付決定者に対し、長瀞町ス

タートアップ支援事業補助金返還請求書（様式第９号）により当該補助金の全額又

は一部を返還させることができる。

（実地調査）

第１５条 町長は、必要があると認めるときは、補助対象事業に関し、交付決定者、

施工業者等に報告を求めることができる他、実地調査を行うことができる。

（財産管理）

第１６条 事業認定者は、補助対象事業により取得した備品（以下「財産」とい

う。）について適正に管理し、また、財産の処分にあっては、町長の承認を受けな

ければならない。

（その他）

第１７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。

附 則

この要綱は、公布の日から施行する。


